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「ファミリーバトン(贈与サポートサービス)規定」（以下「本規
定」といいます。）は、「ファミリーバトン 贈与サポートサービ
ス」(以下「本サービス」といいます。）について規定するもの
であり、本サービスは、本規定により取扱います。 

第 1 条 【サービスの内容】 

本サービスは、「ファミリーバトン(贈与サポートサービス)申
込書」（以下「申込書」といいます。）を提出して当行所定の
手続きが完了したことをもって当行との間で成立する「贈与
サポートサービス契約」（以下「本契約」といいます。）を締結
した個人のお客さま（以下「契約者」といいます。）に、契約期
間中において、当行が次により取扱うサービスをいうものと
します。 

① 契約者と受贈者との間で贈与契約が成立したことを
確認し、それに基づく振込を当行に依頼するための
書面（「贈与契約確認書 兼 振込依頼書」、以下「手
続依頼書」といいます。）を提出いただきます。初年度
の手続依頼書は、申込時に提供します。 

② 手続依頼書に記載された内容に基づき、当行所定の
手続日に、手続依頼書で指定された贈与者名義の円
普通預金口座、プレスティア マルチマネー口座円普
通預金（ただし、外貨の場合はプレスティア マルチマ
ネー口座外貨普通預金または米ドル普通預金口座と
します。以下「贈与者指定口座」といいます。）から手
続依頼書に記載された資金（以下「贈与資金」といい
ます。）を払い戻し、手続依頼書で指定された受贈者
名義の円普通預金口座、プレスティア マルチマネー
口座円普通預金（ただし、外貨の場合はプレスティア 
マルチマネー口座外貨普通預金とします。以下「受贈
者指定口座」といいます。）に振込みます。尚、贈与
者指定口座および受贈者指定口座は、本サービス専
用の普通預金口座ではありません。贈与資金の払戻
しおよび振込（以下「振込等」といいます。）について
は、手続依頼書の当行への到着日後の当行所定の
日に実施します。ただし、本サービスの取扱いは、当
行に到着した年に成立した贈与契約に限るものとし、
当行に到着した年以外に贈与契約が成立した場合に
は、本サービスの取扱いはいたしません。また、手続
依頼書の当行への到着日が贈与契約が成立した年
の 12 月 1 日以降の場合は、振込等は行わないものと
します。 

③ 前記②の手続きにより行われた振込等の内容を記載
した当行所定の贈与実績報告書（以下「実績報告書」
といいます。）は、振込の行われた日の翌営業日以降
に送付します。 

④ 次年度以降における、毎年の手続依頼書は、毎年 12
月末日時点の契約者に対して翌年 2 月頃に送付しま
す。 

⑤ 毎年 8 月末日時点で前記②の手続きを利用していな
い契約者に対し、当該手続きを利用するご意向をお
尋ねする旨のご案内通知を送付します。 

第 2 条 【申込者】 

(1) 申込者は、次の全ての条件を満たす方とします。 

① 当行に円普通預金口座、プレスティア マルチマネー
口座円普通預金を開設している個人のお客さま。外
貨による贈与を行う場合は、プレスティア マルチマネ
ー口座外貨普通預金のご利用開始のお申込みが必
要となります。 

② 日本国内在住の個人のお客さま。本サービスの契約
期間中に、日本国内の居住者から非居住者になった
場合、振込等はできません。 

(2) 申込者は、次の事項を確認のうえ、申し込むものとしま
す。 

① 本サービスは、契約者と受贈者における贈与契約の
成立等を約束するものではないこと。 

② 本サービスを利用した贈与について、当行が税務上
の取扱等について何らの保証をするものではないこ
と。 

第 3 条 【受贈者】 

手続依頼書により契約者が指定することのできる受贈者は、
次の全ての条件を満たす方とします。 

① 契約者の 3 親等以内の親族であること。 

② 当行に円普通預金口座、プレスティア マルチマネー
口座円普通預金を開設している個人のお客さま。外
貨による贈与を行う場合は、プレスティア マルチマネ
ー口座外貨普通預金のご利用開始のお申込みが必
要となります。 

③ 日本国内在住の個人のお客さま。本サービスの契約
期間中に、日本国内の居住者から非居住者になった
場合、振込等はできません。 

第 4 条 【契約期間】 

本契約の期間は、当行が申込書を受領した日から 4 年を経
過する日が属する年の 12 月 31 日までとします。ただし、当
行が 12 月 1 日～12 月 31 日までに申込書を受領した場合は、
当行が申込書を受領した日から 5 年が経過する日が属する
年の 12 月 31 日までとします。 

第 5 条 【贈与契約確認書 兼 振込依頼書、振込等に関す
る報告】                     

① 第 1 条①の手続依頼書は、贈与者および受贈者が、
それぞれ贈与者および受贈者として所定事項を記入
し、署名・押印して提出するものとします。 

② 当行は、第 1 条③の実績報告書を、契約者および受
贈者の届出住所に送付するものとします。 

第 6 条 【振込等】 

手続依頼書による受贈者指定口座への本サービスにかか
る振込等は、次により取り扱うものとします。本条に規定の
ない場合には必要に応じて、当行の定める「振込規定」、「振
込規定（海外送金）」および「郵送送金指示取扱規定」が適
用されるものとします。 

(1) 振込等の依頼 

① 振込等依頼は、手続依頼書を使用し、必要事項を正
確に記入ください。 

② 当行は、手続依頼書に記載された事項を本サービス
にかかる振込等の依頼内容とします。 

③ 当行は、手続依頼書が当行に到着後、当行所定の日
に、契約者の払戻請求書および振込依頼書等によら
ず、契約者の贈与金額を贈与者指定口座から払戻し
のうえ、受贈者指定口座へ振込みます。 

④ 振込の金額は、受贈者 1 人につき、日本円 50 万円以
上 1 万円単位、外貨 3,000 通貨単位以上 1 通貨単位
で指定することができます。 

⑤ 手続依頼書の当行への提出は、契約者 1 人につき、
年に 1 回行うことができます。なお、プレスティア マル
チマネークレジットの借入額がプレスティア マルチマ
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ネー口座の担保となる預金の 80％相当額(この掛け
目は、当行の判断で予告なく変更されることがありま
す。)、または当行が定めるコントロールライン(当行所
定の手続きにより定める円貨での極度額)のいずれ
か低い方の額を超える場合、振込等はできません。 

⑥ 前記②に定める依頼内容について、手続依頼書の記
載に不備があったとしても、これによって生じた契約
者または受贈者の損害については、当行は責任を負
いません。 

⑦ 本サービスによる振込等は、当該手続依頼書の当行
への提出（当行の受付日をもって提出がなされたもの
として取扱います。）が 12 月 1 日から 12 月 31 日まで
の場合は、振込等は行わないものとします。この場合、
振込が行われなかったことによって生じた契約者また
は受贈者の損害については、当行はその責任を負い
ません。 

(2) 振込契約の成立 

① 本サービスにかかる振込契約は、当行が振込依頼を
承諾し、振込資金等を受領したときに成立するものと
します。 

② 前記①により振込契約が成立し、前記（１）③にもとづ
く振込を行ったときは、当行は前記(１)③にもとづき、
振込控えの代わりに依頼内容を記載した実績報告書
を送付するものとします。なお、当該実績報告書は、
振込契約の成立を証明する書類となりますので、大
切に保管してください（ただし、贈与契約の成立等を
証明するものではありません。）。 

(3) 引き落とし不能時の取扱 

振込実施日に、手続依頼書に記載の金額を贈与者指
定口座から引落とすことができなかった場合、再度の
振込は行いません。この場合、振込が行われなかった
ことによって生じた契約者または受贈者の損害につい
て、当行はその責任を負いません。 

(4) 振込不能時の取扱 

① 受贈者指定口座が存在しない場合など、手続依頼書
にもとづく贈与者指定口座から引落としを行ったにも
かかわらず受贈者指定口座への振込ができない場
合、振込が行われなかったことによって生じた契約者
または受贈者の損害については、当行はその責任を
負いません。 

② やむを得ない事情の場合、契約者は、後記(6)の組戻
しの手続きを行うことができるものとします。ただし、
当該手続きを行う場合には、当行所定の手数料が必
要となる場合があります。 

(5) 依頼内容の変更 

手続依頼書に記載された受贈者指定口座への振込実
行後の依頼内容の変更はお受けできません。これによ
って生じた契約者または受贈者の損害については、当
行は責任を負いません。 

(6) 組戻し 

前記(4)②にもとづき、やむを得ない事由により本サー
ビスにかかる振込実行後にその依頼内容を取り止める
場合には、取扱店の窓口において次の組戻し手続きに
より取扱います。 

① 組戻しの依頼にあたっては、当行所定の組戻依頼書
に記名押印のうえ実績報告書等とともに提出してくだ
さい。この場合、当行所定の本人確認資料または保
証人を求めることがあります。 

② 当行は、組戻依頼書に従って、当行所定の手続きに
より組戻しの取扱いをします。 

③ 組戻しされた振込資金は、組戻依頼書に指定された
方法により返却します。 

④ 組戻しができない場合は、受贈者との間で協議してく
ださい。 

⑤ 前記①で提出された実績報告書等を当行が交付した
ものであると相当の注意をもって認めたうえ、その組
戻しの取扱いをしたときは、これによって生じた契約
者または受贈者の損害については、当行は責任を負
いません。 

(7) 通知・照会の連絡先 

① 本サービス等にかかる振込について、契約者である
依頼人に通知・照会をする場合には、当行に届出さ
れた住所・電話番号を連絡先とします。 

② 前記①において、連絡先の記載不備・誤入力または
電話の不通等によって通知・照会することができなく
ても、これによって生じた契約者または受贈者の損害
については、当行は責任を負いません。 

第 7 条 【手数料】 

本契約の申込および本サービスの取扱に対する手数料（手
続依頼書にもとづく受贈者指定口座に対する振込にかかる
手数料も含みます。）はいただきません。ただし、第 6 条(6)
にもとづく組戻し手続きを行った場合には、当行所定の手数
料が必要となる場合があります。（組戻し手続きができなか
ったときは、当該手数料は返却します。） 

第 8 条 【届出事項の変更等】 

(1) 届出済印鑑を紛失した場合、または、印章、氏名、住
所、口座番号その他の届出事項に変更があったときは、
所定の書面を提出する等、当行所定の方法に従い直
ちに届出てください。この届出の前に生じた契約者また
は受贈者の損害については、当行の責めに帰すべき
事由のある場合を除き、当行は責任を負いません。 

(2) 届出られた契約者および受贈者の住所および氏名、ま
たは変更が届出られた契約者および受贈者の住所、
氏名宛に当行が通知または書類等を発送した場合に
は、延着しまたは到達しなかった時でも通常到着すべ
き時に到着したものとみなします。 

(3) 前項の規定は、当行が契約者または受贈者の住所を
知ることができず、通知または送付書類を発送できな
い場合にも適用します。 

第 9 条 【成年後見人等の届出】 

(1) 契約者および受贈者について、家庭裁判所の審判に
より、補助・補佐・後見が開始されたときは、直ちに成
年後見人等の氏名その他の必要な事項を書面によっ
て当行に届出るものとします。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任が
された場合には、直ちに任意後見人の氏名その他必
要な事項を書面によって当行へ届出るものとします。 

(3) すでに補助・補佐・後見開始の審判を受けている場合、
または任意後見人の選任がされている場合にも、前記
(1)および(2)と同様に当行に届出るものとします。 

(4) 前記(1)から(3)までの届出事項に取消または変更等が
生じた場合にも、同様に当行に届出るものとします。 

(5) 前記（1）から（4）までの届出前に生じた契約者または
受贈者の損害については、当行の責めに帰すべき事
由のある場合を除き、当行は責任を負いません。 

第 10 条 【解約等】 

(1) 本契約は契約者が当行へ電話で解約を申し入れること、
もしくは当行所定の解約申込書を当行に提出すること
により、いつでも解約することができます。 

(2) 当行は、次の場合には、いつでも本契約を解除するこ
とができるものとし、その旨を当行所定の方法により通
知します。 

① 贈与者指定口座の預金残高の不足、受贈者指定口
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座が存在しない等の理由により、振込等不能の状態
が当行所定の期間継続した場合 

② 第 9 条の届出に準ずる状態になり、契約者において
贈与契約ができなくなったと合理的に認められる場合 

第 11 条 【契約の終了等】 

本契約は以下の場合に終了します。 

① 契約期間満了日 

② 契約者の死亡の届出等があった場合 

③ 第 10 条、第 12 条または第 13 条にもとづく解約がな
された場合 

④ 本契約に必要な当行の預金口座が解約されたとき 

⑤ 第 9 条の届出が当行にあったとき、もしくは、同届出
に準ずる状態になり、契約者において贈与契約がで
きなくなったと合理的に認められる場合 

第 12 条 【反社会的勢力との取引拒絶】 

(1) 契約者および受贈者は、現在、暴力団、暴力団員、暴
力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団
準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等
標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これら
に準ずる者（以下、これらを「反社会的勢力」といいま
す。）のいずれにも該当しないこと、および次の各号の
いずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわた
っても該当しないことを確約します。 

① 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関
係を有すること 

② 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認め
られる関係を有すること 

③ 自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または
第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に
反社会的勢力を利用していると認められる関係を有
すること 

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜
を供与するなどの関与をし、反社会的勢力の維持運
営に積極的に協力していると認められる関係を有す
ること 

(2) 契約者および受贈者は、自らまたは第三者を利用して
次の①～⑤のいずれかにでも該当する行為を行わな
いことを確約します。 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用い
る行為 

④ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手
方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する
行為 

⑤ その他前記①～④に準ずる行為 

(3) 契約者または受贈者が、反社会的勢力もしくは前記(1)
各号のいずれかに該当し、もしくは前記(2)各号のいず
れかに該当する行為をし、または前記(1)の規定にもと
づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し
た場合には、当行は何ら催告することなく、本契約を解
除することができるものとし、契約者および受贈者はこ
れに異議を申し出ないものとします。 

(4) 前記(3)の規定により、本契約を解除された契約者また
は受贈者に損害が生じた場合、当行に何らの請求をし
ません。また、当行に損害が生じた場合は、契約者ま
たは受贈者がその責任を負います。 

第 13 条 【マネー・ローンダリング及びテロ資金供与等の防
止】 

契約者および受贈者は、本契約を含む当行との一切の契約
（以下「対象契約」という。）に関し、以下の各号について同

意するものとします。 

① 当行は、贈与者および受贈者の情報及び具体的な
取引の内容等を適切に把握するため、各種確認や資
料の提出等を求めることがあります。 

② 当行は、贈与者および受贈者が正当な理由なく前項
に定める各種確認や資料の提出に別途定める期日
までに応じないときは、対象契約に基づく取引の一部
を制限することがあります。 

③ 当行は、前記①に定める各種確認や資料の提出の
求めに対する贈与者および受贈者の対応、具体的な
取引の内容、贈与者および受贈者の説明内容及び
その他の事情を考慮して、マネー・ローンダリング、テ
ロ資金供与、又は経済制裁関係法令等への抵触の
おそれがあると判断した場合には、対象契約に基づく
取引の一部を制限することがあります。 

④ 当行は、対象契約に基づく取引がマネー・ローンダリ
ング、テロ資金供与、又は経済制裁関係法令等に抵
触する取引に利用され、又はそのおそれがあると合
理的に認められるときは、贈与者および受贈者に通
知することにより、対象契約を解除することができるも
のとします。その場合において、当行は、贈与者およ
び受贈者について生じた損害について一切責任を負
わないものとします。 

⑤ 当行は、前記②及び③に定めるいずれの取引の制
限についても、贈与者および受贈者からの説明等に
基づき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、又は
経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合理的に
解消されたと認めるときは、当該取引の制限を解除
するものとします。 

第 14 条 【印鑑照合等】 

① 当行は、申込書、手続依頼書、諸届その他の書類
（以下「申込書等」といいます。）に使用された契約者
の印影（または署名）を届出の印鑑（または署名鑑）と
相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めて取
扱いした上は、それらの書類につき偽造・変造その他
の事故があってもそのために生じた契約者または受
贈者の損害については、当行は責任を負いません。 

② 当行は、申込書等に使用された印鑑が届出の印鑑と
相違するため、贈与者指定口座からの振込等をしな
かったことにより生じた損害については、その責任を
負いません。 

第 15 条 【免責等】 

(1) 次の各号により振込金の入金不能、入金遅延等があっ
ても、これによって生じた契約者または受贈者の損害
については、当行は責任を負いません。 

① 災害・事変・輸送途中の事故、裁判所等公的機関の
措置等のやむをえない事由があったとき 

② 当行が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、通
信回線または、コンピュータ等に損害が生じたとき 

③ 当行以外の第三者の責めに帰すべき事由があるとき 

(2) 契約者と受贈者における贈与契約の成立等に関する
事項、および本サービスを利用した贈与にかかる税務
上の取扱等に関する事項により生じた契約者または受
贈者における損害については、当行は責任を負いませ
ん。 

(3) 本契約および本契約にもとづく取扱等について損失・
紛議等が生じても、当行の責めに帰すべき事由による
場合を除き、当行は責任を負いません。 

第 16 条 【譲渡、質入れの禁止】 

本契約にもとづく契約者の権利（振込の依頼人としての権利
を含みます。）は、譲渡、質入れすることはできません。 

第 17 条 【規定の変更等】 
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(1) 本規定の各条項は、金融情勢その他諸般の状況の変
化その他相当の事由があると認められる場合には、店
頭表示その他相当の方法で公表することにより、変更
できるものとします。 

(2) 前記(1)の変更は、公表の際に定める１か月以上の相
当な期間を経過した日から適用されるものとします。 

第 18 条 【サービスの変更、中止】 

当行は、当行が必要と判断した場合には、事前に相当な期
間をもって店頭表示、その他相当の方法で公表することによ
り、本サービスを変更、中止できるものとします。 

第 19 条 【準拠法、裁判管轄】 

本契約の契約準拠法は日本法とします。本契約に関して訴
訟の必要が生じた場合には、当行の所在地を管轄する裁判
所を専属的合意管轄裁判所とします。 

第 20 条 【規定等の適用】 

本規定に別段の定めがない事項については、預金口座取
引一般規約その他関連する諸規定が適用されるものとしま
す。 

 

以上、ファミリーバトン(贈与サポートサービス)規定は、2021
年 4 月 12 日より適用します。 
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